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(趣旨)
第1条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号)第77条第1項第6号の規定による市町村の地域生活支援事業として、聴覚障がい者及び言語機能障がい者(以下「聴覚障がい者等」という。)が、日常生活及び社会生活を円滑に営むうえで支障がある場合に、手話通訳者等を派遣することにより、その他の者と意思疎通の仲介をし、円滑化を図ることを目的とする。
2　前項の手話通訳者等とは、手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者及び要約筆記奉仕員である者をいい、派遣とは、手話通訳者等を同行せず、ビデオ通話等を利用し遠隔で行われる手話通訳等(以下「遠隔手話通訳等」という。)を含むものをいう。
(事業主体)
第2条　この事業の実施主体は美唄市とする。ただし、事業の全部又は一部を団体又は公益社団法人等に委託することができる。
(派遣対象者)
第3条　この事業による派遣を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。
[bookmark: 13001121001000000014](1)　手話通訳又は要約筆記を必要とする聴覚障がい者等
[bookmark: 13001121001000000018](2)　その他福祉事務所長が必要と認める者又は団体
(派遣対象地域)
第4条　この事業の派遣対象地域は、北海道内一円とする。ただし、福祉事務所長が特に認めた場合はこの限りでない。
(派遣対象活動)
第5条　この事業の派遣対象活動は、次の各号のいずれかに該当するものとする。
[bookmark: 13001121001000000024](1)　聴覚障がい者等と健聴者の意思の疎通を円滑にするための活動
[bookmark: 13001121001000000028](2)　聴覚障がい者等が日常生活を営む上で必要な情報の提供をするための活動
[bookmark: 13001121001000000032](3)　その他聴覚障がい者等の社会参加促進のために福祉事務所長が必要と認めた活動
(派遣の申請)
第6条　手話通訳者等の派遣を受けようとする者は、派遣希望日の7日前までに、福祉事務所長に手話通訳者等派遣申請書(別記様式第1号。以下「申請書」という。)を提出しなければならない。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りでない。
(派遣の決定等)
第7条　福祉事務所長は、前条の申請書を受理したときは、速やかに内容を審査し、派遣の可否の決定を行い、手話通訳者等派遣決定(却下)通知書(別記様式第2号）により、派遣申請者に通知するものとする。この場合において、手話通訳者等を同行させることが困難であり、遠隔手話通訳等が適当であると判断したときは、その旨を申請者に通知するものとする。
2　前項の遠隔手話通訳等が適当である場合とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。
[bookmark: 13001122001000000012](1)　聴覚障がい者等に発熱等の症状があり、感染症の疑いがある場合
[bookmark: 13001122001000000016](2)　手話通訳等を行う区域に立入制限が課されている場合
[bookmark: 13001122001000000020](3)　派遣先が市外にあり、同行する手話通訳等を手配することができない場合
[bookmark: 13001122001000000024](4)　その他福祉事務所長が必要と認めた場合
3　遠隔手話通訳等を派遣する場合の条件は、別に定めるものとする。
4　福祉事務所長は、第1項により派遣を決定したものであっても、やむを得ない事由が生じた場合は、派遣を取り消すことができるものとする。
(奉仕員の登録等)
第8条　福祉事務所長は、美唄市手話奉仕員養成講座及び美唄市要約筆記奉仕員養成講座を修了した者(これと同等の能力を有する者を含む。)について本人の承諾を得て、奉仕員として登録を行う。
2　手話奉仕員及び要約筆記奉仕員において、活動ができなくなったことを認めた場合は、登録を抹消する。
(奉仕員証)
第9条　手話奉仕員には手話奉仕員証(別記様式第3号)を、要約筆記奉仕員には要約筆記奉仕員証(別記様式第4号)を交付する。
(奉仕員の責務)
第10条　手話奉仕員及び要約筆記奉仕員は、聴覚障がい者等の人権を尊重し、その身上等に関する秘密を守り、その信条等によって差別的な取扱いをしてはならない。
(補則)
第11条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項については別に定める。
附　則
この要綱は、平成13年4月1日から施行する。
附　則(平成18年10月1日なし第1号)
		





この要綱は、平成18年10月1日から施行する。
附　則(平成25年4月1日なし第1号)
		





この要綱は、平成25年4月1日から施行する。
附　則(令和3年2月12日庁達第5号)
		





この要綱は、令和3年3月1日から施行する。
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